事 業 計 画 書※計画期間は、組合の事業年度により異なります。

令和8年　4月　1日から
令和9年　3月31日まで
Ⅰ 事業計画　※事業は、組合の事業に応じて適宜追加・削除してください

1.共同購買事業
この事業は、組合員が需要する次の商品を組合員から委託を受けて、組合が購買することにより実施する。
	品　目
	購買量
	単価
	購買高
	手数料率
	手数料高

	Ａ品
	〇個
	○○円
	○○○円
	〇％
	○○○円

	Ｂ品
	〇〇㎏
	○○円
	○○○円
	〇％
	○○○円



２．共同販売事業
　　この事業は、組合員が生産する次の製品の全生産数量（又は全生産数量の○％）を組合員から委託を受けて、組合が需要先に販売することにより実施する。
	品　目
	販売量
	販売高
	手数料率
	手数料高

	A品
	○○個
	○○〇円
	○個につき○円
	○○円

	B品
	○○ダース
	○○○円
	○ダースにつき○円
	○○円



３.外国人技能実習生共同受入事業及び外国人技能実習生共同受入れに係る職業紹介事業
　この事業は、我が国で開発され培われた技術・技能・知識を開発途上国に移転を図り、当該開発途上国の発展を担う「人づくり」に寄与することを目的に、技能実習計画に従って実施する。
（１）事業の概要
ア．受入技能実習職種・作業名（〇職種〇作業）
	組合員資格業種
	職　種　名
	作　業　名

	
	
	

	
	
	



	※「移行対象職種・作業の一覧」に記載された職種・作業を記載してください。



イ．外国の送出し機関（所属機関）
	国　　名
	名　　称
	所在地

	
	
	

	
	
	



ウ．本邦入国前の講習・外部講習（国外での講習）
Ａ．開催場所
	実施施設名
	所　在　地

	
	



Ｂ．講習内容・時間数
	内　容
	時間
	合計

	①日本語
	時間
	時間

	②本邦での生活一般に関する講習
	時間
	

	③本邦での円滑な技能等の修得に資する知識
	時間
	



エ．本邦入国後の講習（国内での講習）
Ａ．開催場所
	実施施設名
	所　在　地

	
	



Ｂ．講習内容・時間数
	内　容
	時間
	合計
	備　考

	①日本語
	時間
	時間
	技能実習第1号実施計画のうち講習の割合
1/12以上1/6未満

	②本邦での生活一般に関する講師
	時間
	
	

	③技能実習生の法的保護に必要な情報
	時間
	
	

	④本邦での円滑な技能等の修得に資する知識
	時間
	
	



Ｃ．講　　師
	担　　当
	所属・経歴
	講師名

	総　　　合
	
	

	技能実習生の法的保護に必要な情報
	
	

	生活一般（消防・防火）
	
	

	生活一般（生活適用）
	
	



Ｄ．技能実習生の講習及び技能実習中の待遇
	区　　分
	内容等
	支給者（負担者）

	講習手当（1人1月当たり）
	円　
	監理団体

	講習期間中の宿泊施設
	
	監理団体

	労災保険加入等の措置
	有　・　無
	実習実施機関

	帰国旅費の確保
	有　・　無
	監理団体が確保、実習実施機関が負担



オ．監理体制
	担　　当
	役　　職
	氏　　名
	備考

	責任役員
	
	
	

	監理責任者
	
	
	

	指定外部役員
	
	
	

	技能実習計画作成指導者
	
	
	

	通　　訳
	
	
	



（２）受入計画
ア．月額監理費収入
	在留資格
	受入人数
	在留期間
	監理費単価
	売 上 高
	備　考

	技能実習1号ロ
	人
	○か月
	円
	円
	

	技能実習2号ロ
	人
	○か月
	円
	円
	

	合　　計
	人
	―
	―
	円
	


※　組合員から徴収する月額監理費は、月額　　　円（送出し機関管理費　　　円/月を含む）とするが、当組合の会計上、送出し機関への管理費は、「預り金」処理するため、上記単価には含まないものとする。
＜備　考＞
	組合員名
	従業
員数
	受入
人数
	職種
	作業名
	技能実習
指 導 員
	生　　　活
指 導 員

	
	人
	人
	
	
	
	

	
	人
	人
	
	
	
	

	
	人
	人
	
	
	
	

	
	人
	人
	
	
	
	

	合　　計
	人
	



イ．年額監理費収入（月額監理費収入以外に別途徴収）
①　入国時収入【技能実習１年目】
	単　価
	受入人数
	売　上　高

	円
	人
	円


【単価明細】
	区　分
	金　　額
	※　技能実習生総合保険（　　　円/実習生1人・3年分）、入国旅費（　　　円/実習生1人）は、当組合の会計上、「預り金」処理するため、上記「技能実習生割」単価には含まないものとする。

	事前講習費
	円
	

	国内（空港）移動・歓迎会費
	円
	

	入国申請事務諸費用
	円
	

	組合講習費
	円
	

	講習手当
	円
	

	計
	円
	



②　移行時収入【技能実習2年目、技能実習3年目】
	単　価
	受入人数
	売　上　高

	円
	人
	円


【単価明細】
	区　分
	金　　額

	移行申請事務諸費用
	円


※　検定試験料（　　円/実習生1人）、事前研修（　　円/実習生1人）、租税公課（　　円/実習生1人）、は、当組合の会計上、「預り金」処理するため、上記単価には含まないものとする。
※　在留資格「技能実習2号ロ」移行時の概ね○か月前に徴収する。
※組合の実情に応じ、科目を選択すること。

ウ．事業収支
	支出の部
	収入の部

	科　目
	金　額
	備　考
	科　目
	金　額
	備　考

	事前講習費
	円
	＠　　円*　人
	月額監理費収入
	円
	上記アの売上高

	講習手当
	円
	＠　　円*　人
	年額監理費収入
	円
	上記イの売上高

	講習費
	円
	＠　　円*　人
	
	
	

	専門家謝金
	円
	○か月
	
	
	

	旅費交通費
	円
	＠　　円*○か月
	
	
	

	通信費
	円
	＠　　円*○か月
	
	
	

	予備費
	円
	＠　　円*○か月
	
	
	

	計
	円
	※実習生事業費
	
	
	

	収支差額
	円
	一般管理費に充当
（収入-支出）
	
	
	

	合　計
	円
	
	合　計
	円
	



４. 育成就労外国人共同受入事業及び育成就労外国人受入れに係る職業紹介事業
　この事業は、育成就労産業分野において、我が国での３年間の就労を通じて一定の技能を有する人材を育成・確保することを目的に、育成就労計画に従って実施する。なお、令和９年４月１日施行に向けて、令和８年度中は、監理支援機関の許可申請に向けた体制整備や育成就労計画認定申請に係る指導等の準備行為を行うものとする。
（１）当組合の取扱い産業分野・業務区分
① 工業製品製造業分野
ア 機械金属加工業務
イ 電気電子機機器組立て業務
※ 令和８年１月23 日に決定した分野別運用方針に従って記載してください。
　 異業種組合等にあっては全ての産業分野・業務区分を記載してください。



（２） 予定送出国（送出し機関）及び年度内受入予定育成就労外国人の数
令和８年度（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）は受入予定なし。送出し機関の選定及び送出し機関との協定又は契約の締結等を行う。
（３） 事業実施に向けた体制整備
以下、監理支援機関に設置が求められる役職者等の体制整備を行う。
	担　　当
	役　　職
	氏　　名
	備考

	責任役員
	
	
	

	監理支援責任者
	
	
	

	外部監査人
	(例)社会保険労務士
	
	

	育成就労計画作成指導者
	
	
	○○分野
○○業務

	〃
	
	
	○○分野
○○業務

	訪問指導者
	
	
	

	監査指導者
	
	
	

	通　　訳
	
	
	国名

	〃
	
	
	国名


※育成就労計画作成指導者は業務区分単位で設置すること。
育成就労計画作成指導者は、責任役員及び監理支援責任者と兼務可。



（４）育成就労外国人受入計画及び講習実施計画の概要
令和８年度（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）は受入予定なし。

（５）事業収支※組合の実情に応じ、科目を選択すること。

【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	科目 
	金額
	備考

	監理支援費収入
	0円
	※本年度の徴収は、無し。

	合　　計
	0円
	


【支出の部】
	科目
	金額
	備考

	監理支援機関申請費用
	円
	申請手数料、調査手数料等

	協定書締結費用
	円
	通信運搬費、消耗品費等

	合　　計
	円
	



５.特定技能外国人支援事業 
　この事業は、組合員のために特定技能外国人の受入れ支援を目的とし、特定技能外国人支援計画の作成及び特定技能外国人が本邦での活動を安定的・円滑に行えるよう日常生活上、職業生活上又は社会生活の支援を行う。

（１）特定技能外国人支援の概要
	送　出　国
	特定技能外国人
支援見込数

	
	人

	
	人

	
	人



（２）事業実施体制
・支援責任者（兼支援担当者）　　○○　○○
　・支援担当者　○○　○○

（３）事業収支
	※手数料を徴収しない場合は経費明細なし。組合の実情に応じて科目を選択すること。



	【収入の部】

	科目
	金額
	備考

	特定技能支援監理費収入
	円
	＠○○○○円×〇人×〇ヶ月

	合　計
	円
	

	

	【支出の部】

	科目
	金額
	備考

	旅費交通費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	消耗品費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	通信費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	支援事業費計
	円
	

	収支差額
	円
	一般管理費に充当

	合　計
	円
	




６．特定技能外国人に係る職業紹介事業
　この事業は、求人及び求職の申し込みを受け、求人者と特定技能外国人である求職者の間における雇用関係の成立を斡旋することにより行う。
（１）職業紹介計画（年間）
	区　分
	相手国名
	有効求人者見込数

	出入国管理及び難民認定法に基づく特定技能外国人受入れに係る職業紹介事業であり、求人者は本組合の組合員に限る
	
	人

	
	
	人

	
	
	人

	合　　　計
	　　　　　　　人



（２）事業実施体制
・職業紹介責任者　○○○○
・職業紹介の業務に従事する者の数　　　〇人

（３）事業収支※組合の実情に応じ、科目を選択すること。

【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	科目 
	金額
	備考

	職業紹介事業収入
	円
	＠○○○×〇人×〇ヶ月

	合　　計
	円
	


【支出の部】
	[bookmark: _Hlk224666179]科目
	金額
	備考

	旅費交通費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	消耗品費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	通信費
	円
	＠○○○○円×〇ヶ月

	合　　計
	円
	



７.教育及び情報の提供に関する事業
　この事業は、組合員等に対し経営管理及び○○技術の向上を図るため、次の研修会等を開催するとともに、情報提供をすることにより実施する。
（１）研修会等の実施
①組合員の事業経営に関する研修会を開催する（年＊回）。
②○○○○協会が開催する研修会に組合員を参加させ、○○知識の習得を図る（年＊回）。
③組合員企業で雇用している従業員に対して○○技術の向上を図るための研修会を開催する（年＊回）。
（２）情報提供の実施
①各種情報を掲載した機関誌を発刊し組合員に配布する（年＊回）。
②○○品市況の情報収集及び提供を行う（年＊回）。
③各種法律改正並びに制度改正等の情報の提供を行う（適宜）。

８.福利厚生に関する事業
　この事業は、組合員等の福利充実を図るため、次の事業を実施する。
（１）慶弔見舞の実施
組合員の死亡、傷害事故等に対して見舞金を支給する。なお、支給内容及び金額については、慶弔見舞規程により実施する（適宜）。
（２）親睦会の実施
組合員の交流、意思疎通の向上を図るため親睦会を実施する（年＊回）。
（３）健康診断の実施
○○事業の適正な実施を図るため、集団健康診断を実施し、その＊割を負担することにより実施する（年＊回）。



	[bookmark: _Hlk224551433]※組合の実情に応じて適宜追加・削除してください。


収 支 予 算 書
令和　８年　４月　１日から
令和　９年　３月３１日まで
（単位：円）
	【収入の部】
Ⅰ 事業収入
1 共同購買手数料収入
2 共同販売手数料収入
3 外国人技能実習生共同受入事業収入
4 育成就労外国人共同受入事業収入
5 特定技能外国人支援事業収入
6 特定技能外国人職業紹介事業収入
7 教育情報事業賦課金収入
8 仮受賦課金繰入・戻入
9 教育情報費用繰越金取崩
10 教育情報事業参加料収入
11 福利厚生事業収入
12 ○○○○○○○○
事業収入計

Ⅱ 賦課金等収入
1 賦課金収入（平等割）
2 賦課金収入（差等割）
3 特別賦課金等収入
4 ○○○○○○○○
賦課金等収入計

Ⅲ 事業外収益
1 受取利息
2 加入手数料収入
3 雑収入
4 ○○○○○○○○
事業外収益計

Ⅳ 特別利益の部
1 補助金収入
2 ＊＊周年記念事業積立金取崩
3 ○○○○○○
特別利益計
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@＊＊円＊＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人






	合　計
	＊＊＊＊
	



	
【支出の部】
Ⅰ 事業費用
1 共同購買事業費
2 共同販売事業費
3 外国人技能実習生共同受入事業費
4 育成就労外国人共同受入事業費
5 特定技能外国人支援事業費
6 特定技能外国人職業紹介事業費
7 教育情報事業費
8 福利厚生事業費
9 ＊＊周年記念事業費
10 ○○○○○○○○
事業費計

Ⅱ 一般管理費
ⅰ 人件費
1 役員報酬
2 職員給料
3 福利厚生費
4 退職金共済金掛金
5 退職給与引当金繰入
6 役員退職金
7 役員退職金取崩
8 ○○○○○○○○
人件費計

ⅱ 業務費
1 教育研究費
2 旅費交通費
3 通信運搬費
4 会議費
5 電話加入権
6 事務用品費
7 印刷費
8 器具備品費
9 消耗品費
10 賃借料
11 支払家賃
12 支払保険料
13 水道光熱費
14 修繕費
15 車両費
16 コンピュータ関係費
17 支払手数料
18 関係団体負担金
19 交際費
20 雑費
21 減価償却費
22 借家権償却
23 ○○○○○○○○
業務費計

ⅲ 課税負担金
1 租税公課
2 消費税等
3 ○○○○○○○○
課税負担金計
一般管理費計
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事業計画書のとおり
事業計画書のとおり
事業計画書のとおり
事業計画書のとおり







@＊＊円＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊人






@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
総会費＊＊円、理事会費＊＊円

@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
○○○○、茨城県中小企業団体中央会
@＊＊円＊＊＊ヶ月
@＊＊円＊＊＊ヶ月
○○品＊＊円の定率（定額）償却




	Ⅲ 事業外費用
1 支払利息
2 雑損失
3 貸倒引当金繰入
4 ○○○○○○○○
事業外費用計
Ⅳ 予備費
	
＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊
＊＊＊
	

	合　計
	＊＊＊＊
	



